
賃上げ

賃上げ実施 39.5%

実施予定 9.6%

予定無し 44.4%

賃上げ率

1％以上～2％未満 10.6%

2％以上～3％未満 20.6%

3％以上～5％未満 25.2%

5％以上～7％未満 13.2%

※賃上げ実施349企業
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荒
川
区
は
、
製
造
業
、
建
設

業
な
ど
区
内
中
小
企
業
者
の
経

営
状
況
調
査
の
結
果
を
総
務
企

画
委
員
会
に
報
告
し
ま
し
た
。

こ
の
調
査
は
、
４
年
に
１
回

行
わ
れ
る
製
造
業
と
商
業
の
調

査
を
基
本
し
て
い
ま
す
。
製
造

業
は
前
回
の
２
０
２
１
年
に
比

べ
て
３
０
０
社
近
く
減
少
、
四

桁
を
割
っ
て
し
ま
い
ま
し
た
。

も
の
づ
く
り
の
ま
ち
の
再
生
は
、

待
っ
た
な
し
の
状
況
で
す
。
調

査
で
は
営
業
５
年
未
満
が
１
％

台
で
あ
り
、
新
規
創
業
へ
の
支

援
が
急
が
れ
ま
す
。

都
市
型
工
業
＝
都
心
近
く
に

に
立
地
し
て
い
る
メ
リ
ッ
ト
を

生
か
し
て
、
印
刷
・
出
版
、
フ
ァ
ッ

シ
ョ
ン
、
精
密
機
械
な
ど
区
内

に
歴
史
的
に
集
積
し
て
い
る
強

み
を
生
か
す
荒
川
ブ
ラ
ン
ド
を

担
う
企
業
の
育
成
が
求
め
ら
れ

て
い
ま
す
。

ま
た
、
建
設
業
は
、
初
め
て

の
調
査
で
す
。
身
近
な
工
務
店

や
町
の
大
工
さ
ん
が
減
っ
て
い

る
こ
と
は
、
住
環
境
整
備
や
耐

震
工
事
、
住
宅
の
保
全
、
災
害

時
へ
の
対
応
な
ど
で
大
き
な
リ

ス
ク
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
こ

へ
の
支
援
の
あ
り
方
が
問
わ
れ

て
い
ま
す
。

設
備
投
資
、
人
材
育
成
、

融
資
改
善
な
ど
課
題

調
査
で
明
ら
か
に
な
っ
た
こ

と
の
一
つ
に
製
造
業
と
建
設
業

で
は
、
区
へ
の
要
望
に
差
が
あ

る
こ
と
で
す
。

製
造
業
で
は
、
設
備
投
資
へ

の
支
援
が
最
多
で
す
。
特
に
技

術
革
新
、
生
産
性
向
上
な
ど
へ

の
対
応
が
急
が
れ
ま
す
。
現
在

の
「
製
造
業
等
企
業
価
値
向
上

支
援
事
業
補
助
金
」
を
も
っ
と

使
い
や
す
く
す
る
上
限
や
補
助

率
引
上
げ
な
ど
改
善
が
必
要
で

す
。一

方
、
建
設
業
は
、
人
材
採

用
と
育
成
へ
の
支
援
要
望
が
最

多
で
す
。
技
能
労
働
者
育
成
の

補
助
が
必
要
で
す
。

賃
上
げ
直
接
支
援
を

賃
上
げ
支
援
も
人
材
育
成
、

獲
得
に
欠
か
せ
ま
せ
ん
。
昨
年

全
国
で
は
中
小
企
業
の
８
割
以

上
、
20
人
以
下
企
業
で
も
７
割

以
上
が
賃
上
げ
を
行
っ
て
い
ま

す
。
し
か
し
、
区
内
で
は
、
49

％
に
と
ど
ま
っ
て
い
ま
す
。
賃

上
げ
直
接
支
援
が
必
要
で
す
。

定例法律相談

５月１１日（月）
１８時～２０時

横山区議事務所

お気軽にご相談を

以
前
か
ら
町
屋
８
丁
目
都
営

住
宅
そ
ば
の
空
き
地
（
都
有
地
）

つ
い
て
、
様
々
お
知
ら
せ
し
て

き
ま
し
た
。
荒
川
区
に
は
、

ま
と
ま
っ
た
公
有
地
が
少

な
く
、
こ
の
土
地
に
も
以

前
か
ら
高
齢
者
、
子
ど
も

は
じ
め
公
共
施
設
等
の
要

望
も
あ
り
ま
し
た
。
今
回

動
き
出
す
の
は
、
東
尾
久

３
丁
目
の
尾
久
消
防
署
下

尾
久
出
張
所
の
建
て
替
え

に
伴
う
仮
出
張
所
の
建
設

で
す
。
今
年
11
月
か
ら
建

設
、
来
年
５
月
完
成
で
、

そ
の
後
３
年
間
く
ら
い
は

こ
の
地
で
消
防
活
動
を
行

う
よ
う
で
す
。
あ
く
ま
で
も
仮

で
す
。
そ
の
後
は
そ
う
な
る
の

で
し
ょ
う
か
。

横
山
幸
次

裏面下がるはずの介護保険料が？新たなエアコン補助…など

日本共産党都議団は、昨年１月に「地域公共交通の危機打

開・充実への提言」を発表するなど、バス運転士の待遇改善

をくり返し提案。都の２０２６年度予算案では、民間バス運

転士の定着・離職防止対策として居住手当支援などが初めて

盛り込まれました。バス事業は、「不採算でも支えることが

必要な公共サービスと位置づけ、運行維持のため財政支援を

行うべきだ」と求めています。

自治体からの要請がある場合には、都バスがコミュニティ

バスを直接受託・運行する仕組みの検討も提案。現在の東京

都のコミュニティバス支援は要件がきびしく、23区はほとん

ど該当しません。補助額、率、要件の抜本的改善が必要です。

荒川区のコミュニティバスなど地域公共交通計画に関して

東京都の動向も重要になってきます。

【2025年度の中小企業賃上げ実施状況】（日商・東商調査より）

○「賃上げを実施済」「賃上げを実施予定」８割超、20人以下

企業で７割超

○賃上げ率 全体4.73％、20人以下企業4.02％



「
手
取
り
を
ふ
や
す
」
と
税

制
改
正
で
住
民
税
の
給
与
所
得

控
除
が
10
万
円
引
上
げ
、
連
動

し
て
介
護
保
険
料
も
下
が
る
は

ず
で
し
た
。
し
か
し
国
の
政
令

改
定
で
引
下
げ
ス
ト
ッ
プ
、
据

え
置
き
に
な
っ
て
し
ま
い
ま
し

た
。

介
護
保
険
料
は
控
除
引
上

げ
反
映
せ
ず

今
年
度
の
税
制
改
正
で
所
得

税
の
基
礎
控
除
と
と
も
に
給
与

所
得
控
除
も
見
直
し
に
な
り
、

最
低
保
証
額
が
55
万
↓
65
万
円

に
引
き
上
げ
ら
れ
、
対
象
も
拡

大
し
ま
し
た
。

そ
の
た
め
65
歳

以
上
の
方
の
一
部

で
、
介
護
保
険
料

の
所
得
段
階
が
下
が
り
保
険
料

も
下
が
る
は
ず
で
し
た
。

し
か
し
国
は
「
保
険
料
収
入

が
減
る
と
、
自
治
体
の
介
護
保

険
財
政
に
影
響
が
出
る
」
な
ど

と
し
て
、
２
０
２
６
年
度
は
介

護
保
険
料
に
控
除
引
上
げ
を
反

映
し
な
い
と
す
る
政
令
改
定
を

実
施
。
本
来
下
が
る
は
ず
の
介

護
保
険
料
段
階
が
維
持
さ
れ
、

保
険
料
も
下
が
ら
ず
実
質
値
上

げ
で
す
。

据
え
置
き
事
務
費

１
３
０
０
万
円
！

国
は
今
回
の
控
除
額
引
上
げ

に
よ
る
介
護
保
険
料
収
入
へ
の

影
響
額
を
「
全
体
の
１
％
程
度
」

と
見
込
み
、

荒
川
区
は
約

１
８
０
０
万

円
と
想
定
。

そ
の
収
入
減

を
避
け
る
た

め
に
シ
ス
テ

ム
改
修
が
必

要
で
、
費
用

が
１
３
０
０
万
円
か
か
る
と
い

い
ま
す
。

不
必
要
な
業
務
や
費
用
負
担

が
発
生
し
、
自
治
体
は
国
に
振

り
回
さ
れ
る
状
況
で
、
23
区
の

課
長
会
も
国
に
対
し
「
国
の
責

任
に
お
い
て
対
策
を
講
ず
る
」

よ
う
要
望
し
て
い
る
よ
う
で
す
。

物
価
高
騰
も
あ
り
区
の
独

自
財
源
措
置
を

「
手
取
り
を
増
や
す
」
と
い

う
の
な
ら
、
国
が
財
源
を
手

当
て
し
て
自
治
体
と
住
民
が

納
得
で
き
る
制
度
を
つ
く
り
、

介
護
保
険
料
に
も
反
映
さ
せ

る
べ
き
で
は
。
国
全
体
の
介

護
保
険
影
響
額
は
、
約
３
０

０
億
円
と
さ
れ
て
お
り
、
国

の
予
算
の
０
．
０
２
％
で
す
。

日
本
政
府
は
、
ト
ラ
ン
プ
大

統
領
と
の
会
談
で
10
兆
円
規
模

の
対
米
投
資
の
約
束
し
ま
し
た
。

そ
の
一
方
で
、
国
民
の
暮
ら
し

に
は
あ
ま
り
に
も
冷
淡
で
す
。

同
時
に
、
物
価
高
騰
が
続
く

中
、
国
が
対
応
し
な
い
な
ら
、

区
と
し
て
独
自
に
財
源
措
置
を

行
っ
て
対
応
す
べ
き
だ
と
思
い

ま
す
。
国
言
い
な
り
で
な
い
、

基
礎
自
治
体
＝
荒
川
区
の
役
割

が
問
わ
れ
て
い
る
と
思
い
ま
す
。

国
際
法
違
反
の
イ
ラ

ン
攻
撃
で
女
子
小
学
生

１
６
５
人
の
命
を
奪
っ

た
ト
ラ
ン
プ
政
権
下
の

ア
メ
リ
カ
が
、
こ
の
60

年
間
で
初
め
て
自
由
民

主
主
義
の
国
の
区
分
か

ら
外
れ
ま
し
た
。
日
米
首

脳
会
談
で
「
世
界
中
に
平

和
と
繁
栄
を
も
た
ら
せ
る

の
は
ド
ナ
ル
ド
だ
け
だ
」

と
し
た
高
市
首
相
の
下
で

日
本
も
過
去
70
年
間
に
お

い
て
最
低
で
す

都は昨年夏に続き、 今年の夏も上水道の 「基本料金」 を

4か月間無料 にする方針です。 当初、 2025年度だけの臨時

的な措置としていましたが、 都議会で継続を求める声があが

り、 来年度予算案に盛り込まれました。 水道料金は上水道

分と下水道分があり、 上水道は給水管の口径による 「基本

料金」 使用量に応じた「従量料金」の合計から算出。下水道

は排水量で計算されます。無料化されるのは6̃9月 の上水道

の「基本料金」 のみ で、一般的な20ミリ家庭用給 水管の世

帯では月1,170円×1. 1 × 4 か月=5,148円が無償に。 ただ

し「従量料金」と

下水道 引き続 分

は通常どおりです。

日
本
共
産
党
区
議
団
は
、
繰

り
返
し
エ
ア
コ
ン
情
勢
の
改
善

を
求
め
て
き
ま
し
た
。
２
月
の

予
算
議
会
で
も
、
エ
コ
助
成
を

使
っ
た
省
エ
ネ
エ
ア
コ
ン
補
助

で
一
定
の
改
善
が
実
現
し
ま
し

た
。日

本
共
産
党
は
、
エ
ア
コ
ン

未
設
置
や
故
障
し
て
い
る
場
合
、

低
所
得
者
中
心
に
エ
ア
コ
ン
購

入
補
助
の
拡
大
を
求
め
て
き
ま

し
た
が
、
区
は
、
そ
の
必
要
性

を
認
め
ず
拒
否
し
て
き
ま
し
た
。

都
の
補
助
制
度
使
っ
て

今
回
荒
川
区
は
、
都
の
補
助

制
度
を
使
っ
て
、
生
活
保
護
世

帯
と
低
所
得
世
帯
（
住
民
税
非

課
税
・
均
等
割
の
み
世
帯
、
児

童
扶
養
手
当
受
給
世
帯
）
へ
の

エ
ア
コ
ン
設
置
緊
急
支
援
事
業

を
始
め
ま
す
。

▽
生
活
保
護
世
帯

・
補
助
上
限
10
万
円

本
体
上
限
７
万
８
千
円

残
り
は
設
置
費
用

・
補
助
要
件
は
、
エ
ア
コ
ン
未

設
置
、
な
い
し
故
障
な
ど

※
省
エ
ネ
性
能
要
件
は
不
用

東
京
ゼ
ロ
エ
ミ
ポ
イ
ン
ト
都

の
併
用
も
可

▽
低
所
得
世
帯

補
助
上
限
10
万
円

本
体
上
限
７
万
８
千
円

残
り
は
設
置
費
用

・
補
助
要
件
は
、
エ
ア
コ
ン
未

設
置
、
な
い
し
故
障
な
ど

加
え
て
、
ゼ
ロ
エ
ミ
ポ
イ
ン

ト
対
象
機
種
（
★
★
２
つ
以
上
）
、

購
入
店
舗
は
区
内
ゼ
ロ
エ
ミ
取

扱
店
に
限
る
な
ど

詳
し
く
は
、
今
後
の
区
報
な

ど
見
て
下
さ
い
。

区
は
、
都
の
補
助
が
あ
る
今

年
限
り
と
し
て
い

ま
す
が
、
継
続
的

な
支
援
が
必
要
で

は
な
い
で
し
ょ
う

か
。


